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昭和服年における日本の物理探査活動

小林創･市川金徳･小野吉

彦(物理探査部)

地質調査所における経常研究の一環として物理探査

部においては毎年目本における物理探査活動を調査し

これをとりまとめて総括を行い各種の国土の調査に資

する目的で｢物理探査･調査研究一覧｣(以下r一覧｣

と略称)として編集出版している.

｢一覧｣をよりよく利用して頂くために第XX正輯

(昭和52年)より編集方針を若干改訂した.

その主な点を掲げると

(1)表題を｢物理探査･調査研究一覧｣と改めたこと.

(2)対象の項目のうち｢その他｣を｢地質構造｣と

明示したこと.

(3)方法の項目のうち｢音波探査法｣を｢海上地震探

査法｣と呼称を改め従来地震探査であつかって

いた海上地震探査もこれに含めた等であって

その意図するところは対象･方法を整理することによ

って検索を容易にすることにある.

｢一覧｣は毎年2～3月頃関係機関の協力をえて
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調査を実施しこれを整理･収録したものカミ翌年出版

の運びとなる.

対象とする機関は大別すると官公庁の機関大学等

教育機関のほか民間企業がある.当然｢一覧｣に収録

出来なかったものもあると考えられるのでこれをもっ

てすべての調査･研究を網羅したものとは思われないが

活動状況の大勢を知るには充分と考える.

以下これらの資料にもとづいて昭和52年中(1月～

12月)に行われた日本における物理探査の活動状況の

概略をのべる.

昭和52年の活動状況

昭和52年の調査研究の総件数は627件で前年より33

件増加した.

調査研究件数を前年に比較してみると対象別では土
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第1図対象別調査研究件数(52年51年)

㊧物理探査･調査研究一覧第XXI鞘より引用
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第2図方法別調査研究件数(52年51年)

㊧物理探査･調査研究一覧第XXI鞘より引用�
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木建築関係地質構造の各部門が何れも増加したが金

属非金属ウラン石油天然ガス石炭地下水地熱

･温泉｢研究･その他｣の各部門がいずれも減少した.

全体的には5.6%の増加となっている(第1図参照).

また方法別では複数調査(例えば地震探査と電気探査を

同じ地域で行う)カミあるので対象別件数よりも若干件数

カミ増完ることになるが総件数は702件で前年より34件

増加した.地震海上地震探査および検層の各部門が

増加したカミ重力電気磁気放射能探査および測温

｢その他｣(主に騒音等の調査)の部門が減少した化学

探査は前年と同件数であった全体として前年に比較す

ると5.1%増加した(第2図参照).

第3図に対象別･方法別件数の全体に対する割合を円

図表にして示した.

第1表土木建築関係物理探査活動状況(昭和52年)
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図によると対象別では土木建築関係が全体の65%を

占めついで地下水11.8%石油天然ガス5.7%地

熱･温泉5.6%地質構造4.6%金属非金属3.5%と続

いている.方法別では地震探査(海上地震探査も含め

て)55.3%を占めるのに続いて電気探査18.5%検層

11.1%磁気探査6.3%重力探査4.3%となっている.

つぎに歴年の物理深査活動件数の推移を第4図に掲げ

た.図によると昭和49年から年々減少の傾向が続いて

いた総件数が本年は若干ながら上昇したことが削る.

これは土木建築関係の調査が増加したことカミ主な原因で

ある.さてさきにのべたように土木建築関係の調査

は全体の65%を占め毎年件数が多いので特にこの項

目に限って更に調査の目的別の分類を行って第1表およ

()の数字は前年比の増減を示す

び第5図に示した.このうち｢ダム｣はダム建設予

定地の岩盤調査か主で砂防ダム発電所ダムサイト等

が対象とされている.

｢トンネノレ｣は鉄道トンネル建設計画地点の岩盤調

査が主でほかに水路トンネノレ等もある｢建物の基

礎｣は発電所高層建築等建設の基礎のほか送電線の

鉄塔等の基礎の調査が含まれている.

｢路盤｣は国道自動車道等の道路のほか鉄道の

建設に伴う路盤調査である.

｢振動｣は交通騒音･振動調査のほか道路改良工
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M:金属および非金属丁地熱および温泉

U:ウランE土木建築関係

P:石油および天然ガスG地質構造

C:石炭L研究その他

W:地下水
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r:放射能

第3図
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第4図物理探査活動(年別件数)1948-1977年
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第5図土木建築関係物理探査活動状況

事に伴う振動調査等がある.｢港湾｣は港湾施設の

建設に関係する調査である.｢不発弾｣は道路建設

港湾の凌深工事等に伴って行われたもので第2次大戦

中の投下爆弾機雷不発弾等の危険物の探知を目的と

したものである.｢新幹線｣は新幹線の建設に関係

した調査で｢航路･海域｣は海峡および海域で行わ

れた海底地盤調査である.｢その他｣は原石山採掘

計画に伴う調査水路改良工事地盤沈下等の調査が含

まれる.

なお｢一覧｣によると土木建築関係で行われた調査方

法としては地震探査(海上地震探査を含む)が全体の73.2
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11劣

近幾

10劣

琉光

/坊

胸菓

15劣

中部

22劣

%を占め電気･磁気･検層の各方法がそれぞれ4.1%

5.4%15.4%を占めている.

次に地域別調査件数を%で表わしたものを円図表で第

6図に示した.ここに掲げてある海域は港湾内およ

び河口付近で行われた調査は含まれていない.

｢中部｣22%についで｢関東｣15%｢東北｣!3%

｢中国｣11%｢九州｣｢近畿｣ともに10%｢北海

道｣8%｢四国｣3%と続き｢海域｣は6%｢海

外｣は2%となっている.

本年から｢一覧｣に対象別の調査実施地域図を添付し

たカミ参考までにこれを第7図(1)～(6)に掲げる.

以上昭和52年における物理探査活動の概路の説明を行

った.

C蝸w一醜o皿伽sの検討

重力･地震･電気および磁気探査等物理探査法のう

ち主な方法についてのみCrew-Months(班一月数)の検

討を行ったので参考までに紹介する.

Crew-Months(班一月数)は現地日数を月単位で

表わしたもので一つの調査班カミ調査に要した月数を示

したものである.

これらの集計にあたっては｢一覧｣の資料をもとに

したカミ本年は当初からこの調査を行うよう準備してい

たので総件数のうち若干については修正をほどこした

がほぼ正確と思えるデｰタが得られた(第2表(1)(2)).

また室内における解析作業や室内研究等は当然で

第6図地城別調査件数(昭和52年)�
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第7図一3.

調査実施地域(W地下永)
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第7図一4.調査実施地域(E土木建築関係)
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あるカミこれを除外しているので件数が｢一覧｣の集計

とは多少異なっていることを申し添えておく.

第8図にはそれぞれの方法について対象別の百分率を

円図表にして示した.

表によるとCrew-MOnthsの総計は389.57月で前年

より32.24月増加し前年に比較して9%の増となっ

た.また件数では577件で前年より55件増加し前

年に比較して10.5%の増となっている.

1件あたりのCrew-MOnthsがO.68月/件で前年

と全く同じであることカミ偶然とも思えるカミ今後同様

在統計を行う上の一つの目安と考えてよい数値と考える.

第2表の1

ぶ

方法･対象別Crew-Mon沁s(班一月数)(昭和52年)

鉱山石油地下永地熱土木地質

(M)(P)(W)温泉建築構造その他計
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表および図によって各方法の分析が行える.

重力探査｢石油｣は件数では全体の40%であるの

にCrew-Monthsでは50.2%となり前年同様｢石油｣

調査における重力探査の調査面積あるいは測点数の大き

いことか削る.同様な傾向が本年における｢鉱山｣調

査にもあらわれている.
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地震探査件数で全体の84.3%を示す｢土木建築関

係｣カミC工ew-Monthsでは61.4%と減少し逆に｢石

油｣は7.8%から22.9%と増大することから｢石油｣

における地震探査が｢土木建築関係｣より規模カミ大き､い
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方法･対象別件数(昭和52年)

�

��

計

�������㌷㈮㈰���

(O.4)(ム8,2)(0.9)(6.7)(26.6)(2.2)(ム0.8)(27.8)

一14.2一一726.8-48.

������������

��������㈹�㌴�

(0.4)(^7.96)(O.9)(6.7)(28.9)(11.1)(ムO.8)(39.24)

��

計

㈴�

�㈮�

㈴�

(ム2,4)

��㈱�

���㈮�

��㈱�

���㈮�

�

��

�

��

���

(ム1)(5.6)

���

(ム1)(5.6)

��

計

O.7一

���

一g.6

���

���

(ム1.43)(1.4)

�㈱�

����㈮�

��

�㌱�����

����

(ム7.2)(O.4)

���

����

����

(1)(ム10.6)(O.37)

��

�㌱��

㈶�

(ム6.1)

��

���

��

(ム8.12)

�

計

地熱土木地質

雫M汽｡夢慨チ温泉建築構造その他計

�����

��

(ム里)(O)(1)(^3)

一7一一

��

�㈱�

(ム4)(O)(1)(^3)

㌀

��

�

(△1)

�

��

�

(ム1)

�

(ム1)

�

(ム5)

�

(ム1)

㌰

(ム6)

��

(1)(△5)

一ユ8

��

�　

����

�

��

�

��

��

����

一16

��

�㈳

����

�

��

ユ4

(ム2)

㈱

��

伀

(△2)

�㈩

㌳�

��

�

��

㌸㌀

��

�

��

�

(ム7)

�

��

�

��

�

(ム3)

�

(ム3)

�

��

�

(ム8)

伀

(ム2)

伀

(△2)

��

(ム15)

��

(ム15)

�

��

一7

��

㈲

(ム2)(2)

㌹

(ム2)(3)

�

��

�

��

�

(ム6)

�

�㌩

㈴

(ムg)

　

��

�

��

�

��

�

(ム2)

�

(ム7)

㈵

(ム3)

�

��

�

(ムg)

()内は前年との増減を示す合計389.57

�㈮㈴�

()内は前年との増減を示す合計577

���



一21一

(重力探査)14,9%から2&5%となる

･鮒㌢その他騰鷹瓢件数反面･地下水･は肌･･

G器.･･M1㌶｡･｡｡､｡｡ユ､池㈱こ半減する'

｡α｡｡･13%労

%38.27月P26,730件40%76`1月下丘21件磁気探査｢石油｣の

㌶･塁･%､麦.･｡｡､､､14勇W､､.､､･脇が…に･鉱山･

��─

■の7%が15%と増加す

地�─

3冒

莞るが｢土木建築関係｣

では55,8%が38.8%と

(地震探査)

C､､w-M,th､件数(磁気探査)減少する･

M0.2%M0.3%w岬き､多C｢昨Month5件数以上各方法で特に

､､1､;･…㍑雛､眺目立一た点をとりあげて

みたカミ総じ｡て件数の多

234.7月383件

いものはCエew-Months

E61.4%E84.3%の合計も多くたることは

��─

おおかたの傾向であるが

第8図おもな方法の対象別百分率(昭和52年)さきにのべた様な検討が

ことがうかカミえる.出来ることにこの統計の意義があると考える.参考ま

でに第3表に方法則･対象別の1件当りの調査月数を掲

電気探査件数で12.4%を示す｢鉱山｣がCf･w･げた.表中に前年のものも掲げ対比出来るようにし

Monthsでは32.3房と増加し同様に｢地熱･温泉｣カミた.

第3表方法･対象別1件当りCrew･皿｡皿舳s(昭和52年)
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Crew･Monthsによる統計は海外では以前より行わ

れておりGeophysics誌によるとCrew･Monthsのぼ

かしine-mi1es(側線長)Cost(経費)について調査がな

されている.

Geophysics誌は毎年1回Specia1Reportとして

世界における物理探査活動について掲載を行っているが

項目を石油鉱物土木建築地熱地下水海洋

研究の7項目に分け更に調査方法別地域(国あるいは

州大陸等)別に分類し統計を行っている.

これらはコンピュｰタｰ処理によるものと考えられ

C工ew-MonthsLine伽i1esCostのTota1のほかMi1e/

MonthCost/MonthCost/Mi1e等の表現方法をとっ

ている.

特に石油および地震探査については調査の規模が他に

くらべて圧倒的に大きいためこれに関連した統計につ

いては細かく行われている.
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()内は前年の値を示す

参考文献

Geophysica1Activityin1968(1969〕:GeophysicsVoL34

��

�潰���汁捴�楴��������潰���噯�愀

��

物理探査･調査研究一覧:第XXI輯(1978)

小林創･市川金徳･小野吉彦(1978):昭和51年における日

本の物理探査活動地質二斗一ス286号�


